
電子帳簿保存法対応を機に、社内の購買業務のデジタル化をDocuWareで実現
購買業務の効率化を進めるとともに、DX基盤を構築

購買業務における証憑類保存の一括電子化と、ワークフローシステムをDocuWareで一元的に構築。電子
帳簿保存法対応とともに、業務フローの時間短縮、および年数万枚の紙書類削減（ペーパーレス）を実現。
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本社所在地：
広島県広島市西区観音新町一丁目20番24号

設立：
1972年10月

従業員数：
約280名

会社概要：
橋梁及び沿岸構造物の設計・製造・設置（架設・

据付）・維持補修を一貫して手掛ける総合エンジニ
アリング会社

URL：
https://www.mm-bridge.com/

解決

購買業務における改正電子帳簿保存法の
電子取引データ保存対応に迫られた

ペーパーレス化、テレワーク対応など、
業務効率化の取組み課題が山積していた

業務上の混乱を防ぐため従来の基幹システムの
やり方も含むワークフロー/数十種類の帳票を
大きく変えずシステム化を実現したかった
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DocuWareの導入により電子取引データ保存に加え、

スキャン保存規制等にも電子帳簿保存法対応とともに、
購買業務のデジタル化が実現できた

DocuWareのワークフロー機能/取り込み機能により、

従来の業務フローを変えることなく購買業務を行うこと
が可能にとなった

月間数千枚発生する保存紙書類の削減
（ペーパーレス）が可能となった

○

○

○

日本初の鉄の橋、数多くの長大橋を手掛けてきた、匠の技術を持つ橋梁建設のプロ集団
橋梁事業をはじめとする鋼構造製品の総合エンジニアリング会社であるエム・エム ブリッジ株式会社。
そのルーツはわが国初の鉄の橋｢くろがね橋｣（1868年)を建設した長崎製鉄所に遡り、本州四国連絡橋や横浜ベイブリッジ、

東京ゲートブリッジなど、名だたる長大橋を始めとして、数多くの橋梁や鋼構造物の設計、施工、保全を一貫して手掛けてい
ます。
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背景と課題

導入の経緯

電子帳簿保存法対応をきっかけに、
購買業務のデジタル化を推進

同社では橋梁や港湾などで使われる鋼構造物の設計・製造から施工、保全

までを手掛けることから、これらの材料・部材などの調達にあたり、工場や全

国各地にある現場から要求に従い、資材部が一括して見積・発注などの購

買業務を行っています。

改正電子帳簿保存法の電子取引データの電子保存義務化にあたり、購買

部門で取扱う見積書、発注書、納品書などの証憑類も対象になることから、

電子帳簿保存法対応に迫られました。

同社資材部部長の菱木孝浩様は「当初は法対応優先で、証憑類の電子保

存だけシステム化することを検討していました。その後、電子取引データ保

存の宥恕期間（2年間）が設定され、時間的猶予ができたこともあり、DX（デ

ジタル・トランスフォーメーション）を意識して購買業務のワークフローそのも

のの電子化を図ろうと考え始めました。背景にはコロナ禍による『紙書類と

押印』問題で、購買部が出社を余儀なくされたこと。さらには、単純に電子取

引保存のみ対応すると、紙書類と電子書類の二重管理を強いられることも

予想されたことがあります」と語ります。

そこで、資材部でシステムの要件をまとめた上で複数のベンダーに提示し、

提案を募ることにしました。「一番の条件は、現在の社内の業務フローを変

えることなく、システム化することでした。その理由は100名以上のユーザー

が、現在の紙ベースの業務フローから混乱することなく移行する必要があっ

たからです」（菱木様）。

唯一、リコージャパンが理想に近いシステムを提案

リコージャパンを含む7社ほどから提案を受けましたが、要件を満たす提案

は少なかったと菱木様はいいます。「多くの会社は当社が望んでいない業務

フローをシステムに寄せる提案でした。ワークフローシステムは後回しにして

電子保存対応を、という提案をする会社もありました。そのような中で、唯一、

当社が提示した要件を読み込んで提案してくれたのがリコージャパンでした。

その提案は現状のワークフローを踏まえており、また、DocuWareと既存の会

計システムやメールシステムとの連携によって効率よく業務が進められるよ

うになっていました」。

「特に、メール添付のPDFや紙書類など、取引先から届くさまざまな媒体の書

類を、ユーザーが悩むことなく例外なく処理方法を1本化できるのは

DocuWareだけでした。さらに試行導入の希望に対しても躊躇せず承諾しても

らえたので、総合的に判断してDocuWareを導入することに決定しました」（菱

木様）。

今後の展望

業務文書全体・社外との取引書類の電子化を目指す

今後の展望について伺うと、菱木様は「社内の購買関連書類はペーパーレ

ス化できましたが、社外へ発行している証憑類はまだ紙でやり取りしている

ので、これからは社外向け証憑類の電子化も進めていきたい」と語ります。

また、今回のDocuWare導入含め、各部門を支援しつつ、社内の情報システ

ムを推進する立場にある総務部情報システムグループ長の長尾英知様は

「DocuWareはコンテンツ・サービス・プラットフォームとして高い機能を持って

いると認識しています。今回も周辺基幹システムデータ接続等、狙い通りの

様々なことが実現できています。今回は電子帳簿保存法メインで導入してい

ますが、それだけではもったいないと思っています。今後はDocuWareのポテ

ンシャルを活かして、各部門とも連携しながら、活用を進めていきたいと考え

ています」と語ってくださいました。

資材部で主に建設部門の資材を担当する佐藤智尋様は「導入当初は各

ユーザーからの質問も多かったのですが、3ヶ月が経過し、問い合わせもか

なり少なくなりました。また入力の間違いによる差し戻しもほぼなくなりつつあ

ります。慣れもありますが、使い勝手の良さもあると思います」と語ります。

「現場によっては、山の中など郵便を出すのにかなり車で移動しなくてはい

けないところもあり、現場から本社まで紙書類が届くまで数日かかっていまし

た。しかし、今ではDocuWareのワークフローで承認含めて数時間で資材部

まで届くようになり、迅速な処理が可能になりました。このデジタル化により、

月末に集中しがちだった書類が、かなり分散して発行されるという変化もで

てきました」。

「資材部側でもDocuWareと会計システムが連携したことで、部内のワークフ

ローも工数が減り、全体的で効率化、そして大幅な時間短縮を図ることが出

来ました。現場の担当者からも処理が早くなったという声が出るようになって

きました」（佐藤様）。

業務フローを変えることなく、DocuWare上で
購買業務が可能となり、電子帳簿保存法対応
と共に効率的な業務が可能となりました。 エム・エム ブリッジ株式会社

資材部

佐藤智尋様

エム・エム ブリッジ株式会社
総務部
情報システムグループ長

長尾英知様

導入の効果

業務フローのデジタル化で、数日かかっていた承認業務が、
数時間で完了

導入決定後、6ヶ月間のPoC（試行導入）を経て2023年10月から本稼働に入

りました。

エム・エム ブリッジ株式会社
資材部 部長

菱木孝浩様

月間数千枚の保存紙書類を削減

電子保存によるペーパーレスの効果も出始めているといいます。菱木様は

「請求書だけでも月に1000枚以上、見積書や納品書などを含めると月間数

千枚、年間では少なく見積もって５万枚以上の紙書類を資材部で保管してい

ます。これらの証憑類は直近のものは資材部に、古いものは別の事業所の

倉庫に置いていますが、用紙コスト、保管コストを合わせると相当な額になり

ます。今後はDocuWare内に保管することで、原紙は廃棄できるようになった

ので、それらのコストは確実に削減できると言えます。それ以外にも確実に

業務効率化の効果は出てくると考えています。まだ改善の余地はありますが、

導入したいと思っていたシステムが導入できたと思っています」と語ります。
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